











年 5 月26日成立，同年 6 月 2 日公布，2020年 4 月 1 日施行。以下単に「債権法改正」とい
アメリカ契約法における履行の停止・保留
─解除、危険負担、同時履行の抗弁権─
Suspension of performance  
in American law of contract




















































































































































。これは履行不能による解除についても同様である（新542条 1 項 1 号






















































うる手段としては， 3 つありうる。第 1 に，相手方の履行を強制する方法で








　アメリカ契約法においては，上記の第 1 の相手方の履行の強制は， 1 次的
な義務とされ，エクイティ上の救済とされている
10）






































者の事情」『創価ロージャーナル』Vol. 10，（2017年 3 月）53頁以下を参照されたい。



































14）　Corbin, supra note 10, at 515─516.
15）　Restatement （Second） of Contract § 225（ 1 ）.　「条件付の義務は，条件が成就しないか，
またはその不成就が許容されない限り，履行しなくてもよい。」
16）　Id. § 225（ 2 ）.　「条件の不成就は，それが許容されていない限り，当該条件がもはや成就
しえない場合には，義務を消滅させる。」






に「擬 制 条 件」（constructive condition） あ る い は「交 換 擬 制 条 件」（constructive 






























20）　Joseph M. Perillo, Calamari and Perillo on Contracts 378 （ 6 th ed. 2009）.
84　　創価ロージャーナル第11号
























白な契約解除の意思を表白しない限り，契約の継続を原則としたものである。See U.C.C §2 ─
612 comment 6. なお，U.C.C. の訳については，田島裕『UCC2001─アメリカ統一商事法典の
全訳』（商事法務，2002年），田島裕『UCC コンメンタリーズ第 1 巻総則・売買・リース』（レ
クシスネクシスジャパン，平成19年）を参照し，適宜修正した。























いに契約の履行がなされることによる利益（keeping the deal together）を正当
化するという機能を営んできた。
　瑕疵の治癒権（right to cure）は，U.C.C §2 ─508によって明文化されてい
る
25）
。U.C.C では，履行期が到来していない場合（U.C.C §2 ─508（ 1 ））と，履行




















































裁判所は，しばしば履行期に必ず履行が必要な場合を「Time of the 
27）　E. Allan Farnsworth, Contracts 572 （ 4 th ed. 2004）.「重大な違反が，契約終了を正当化す
るのに十分なほど，回復されないままであったかどうかという問題である。」

































































30）　Taylor v. Coldwell, 122 Eng. Rep. 309, 314 （K. B. 1863）.


















































































38）　U.C.C §2 ─615 comment 4.









































41）　Farnsworth, supra note 27, at 634.
42）　Restatement （Second） of Contract § 261. § 265.




























44）　Restatement （Second） of Contract § 267.　「実行不能または達成不能によって正当化され
る不履行が相手方の義務に及ぼす効果　（ 1 ）第 2 項に定める場合を除き，当事者の一方の不
履行または履行の提供のないことは，その不履行または履行の提供のないことが本章に定める
諸準則に基づき正当化される場合であっても，第237条および第238条に定める準則に基づき，





























46）　Farnsworth, supra note 27, at 644.
































































































































50）　Restatement （Second） of Contract § 270.
51）　Restatement （Second） of Contract § 270.
52）　法制審議会部会資料79─ 3 「要綱仮案原案その（ 1 ）補充説明」14頁。両者は違反の程度は
異なり，催告解除のほうがより違反の程度が小さいと理解されているようである。反対意見も
多い。法制審議会第78回会議議事録，39頁村上委員の発言，42頁，43頁山本委員の発言など。
法制審議会第91回会議議事録13頁，潮見幹事から最判昭和43年は催告解除のケースではないと
する意見が出された。横山美夏「契約の解除」（『法律時報』86巻12号，2014年11月），31頁で
は，最判昭和43年を含む判例の準則を「目的を達成することができない」という文言によって
表現することに問題があるとはいえないとする。
98　　創価ロージャーナル第11号
　もっとも，催告解除と無催告解除の違反の程度は同じと解した場合でも，
それに該当するかの判断のリスクはやはり債権者が負わなければならないと
いうことにはなろう。
　判断リスクの問題については，判例や学説の議論の積み重ねなどにより，
違反の程度が明確になっていけば，リスクは減少するとは思われる。
 以上
